
 
 

気候変動で迫られる「ダイベストメント」とは 

2019 年 2 月１日（金） 

進行：川村雅彦（オルタナ総研所長・首席研究員／NSC 幹事） 

14:00     開会挨拶 

 

14:05～14:55 講演１「⽇本の⽯炭⽕⼒発電所問題とダイベストメント」 

         NPO 法人気候ネットワーク東京事務所長   桃井 貴子 氏 

 

 

14:55～15:45 講演２「世界的背景と最新動向について」 

         国際環境 NGO 350.org Japan 代表    古野 真 氏 

 

 

15:45～16:45 講演3「不確実で有害～インドネシアにおける日本の石炭火力発電事業への投資～」 

                                      （逐次通訳あり） 

国際環境 NGO グリーンピース・ジャパン エネルギー担当 

ハンナ・ハッコ 氏 

 

 

16:45～17:00 全体質疑 

 

 

主 催 NSC（サステナビリティ・コミュニケーション・ネットワーク） 

協 力 サステナビリティ日本フォーラム/環境監査研究会/環境経営学会 

事務局 一般財団法人地球・人間環境フォーラム 



⽇本の⽯炭⽕⼒発電所問題と
ダイベストメント

気候ネットワーク東京事務所
桃井貴⼦

2019年2⽉1⽇（⾦）NSC定例勉強会
「気候変動で迫られるダイベストメント」



「気候ネットワーク」とは

– 1997年の温暖化防⽌京都会議（COP3）後に設⽴
– 地域レベルから国レベル・国際レベルまで、

専⾨性に基づいた重層的な活動を展開
– 環境・経済の両⾯から、持続可能な社会の

ための政策提⾔、実践活動、⼈材育成に
取り組む

国際交渉

国内政策

地域対策
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Global

National

Local

地球温暖化防止に取り組むNPO/NGO

気候ネットワークの５つのミッション
⼈類の⽣存を脅かす気候変動を防ぎ、

持続可能な地球社会を実現すること
・世界の温室効果ガスを実質ゼロにする国際的なしくみをつくる
・⽇本での持続可能な脱炭素社会・経済に向けたしくみをつくる
・化⽯燃料や原⼦⼒に依存しないエネルギーシステムに変える
・市⺠のネットワークと協働による脱炭素地域づくりを進める
・情報公開と市⺠参加による気候政策決定プロセスをつくる



１．⽇本の⽯炭⽕⼒関連の⽅針・政策
２．国内の⽯炭⽕⼒発電（既存・計画）
３．⾦融機関の⽅針の影響
４．計画中⽌案件を分析してみる
５．まとめ

〜⽇本の⽯炭⽕⼒とダイベストメント〜
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⽇本の⽯炭⽕⼒の⽅針
• ⽇本再興戦略2013

– ⾼効率⽕⼒発電を徹底活⽤
– 環境アセスメントの明確化・迅速化
– ⺠間企業による⾼効率⽕⼒発電の投資環境を整備（安倍政権）
– 世界最⾼⽔準効率の⽕⼒発電を率先導⼊（安倍政権）
– 世界へ積極的に展開（安倍政権）

• 未来投資戦略 2018（脱炭素化？）
– エネルギー転換・脱炭素化に向けたイノベーションの推進
– ⾮化⽯価値取引市場、容量市場、需給調整市場など、新市場の創設及

び連系線利⽤ルールの⾒直し
– エネルギー転換・脱炭素化に向けた技術開発や発電・送電 網等への投

資が⾏われる仕組みの設計・構築
– ⽇本企業の能動的な⽬標設定や ESG 等の情報開⽰の促進
– ⾦融機関・投資家への発信・対話を強化したグリーンファイナンスの

推進 4



• パリ協定後の「第5次エネルギー基本計画」も⽯炭重視
– 温室効果ガスの排出量が⼤きいという問題があるが、地政学的リスク

が化⽯燃料の中で最も低く、熱量当たりの単価も化⽯燃料の中で最も
安いことから、現状において安定供給性や経済性に優れた重要なベー
スロード電源の燃料として評価されているが、再⽣可能エネルギーの
導⼊拡⼤に伴い、適切に出⼒調整を⾏う必要性が⾼まると⾒込まれる。
今後、⾼効率化・次世代化を推進するとともに、よりクリーンなガス
利⽤へのシフトと⾮効率⽯炭のフェードアウトに取り組むなど、⻑期
を展望した環境負荷の低減を⾒据えつつ活⽤していくエネルギー源で
ある。（2018年7⽉閣議決定）

5

⽇本の⽯炭⽕⼒の⽅針
〜エネルギー基本計画（2018年7⽉閣議決定）〜
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7
出典）NRDC https://www.nrdc.org/experts/han‐chen/g20‐countries‐public‐coal‐financing‐reaches‐five‐year‐high

世界の⽯炭⽕⼒発電に対する
公的資⾦による投資規模



世界の⽯炭⽕⼒発電に対する
⺠間銀⾏・機関投資家による融資
順位 銀行 国

融資額
（億ドル）

1 みずほフィナンシャル・グループ 日本 12,801

2 三菱UFJフィナンシャル・グループ 日本 9,905

3 China Construction Bank 中国 4,663

4 三井住友フィナンシャルグループ 日本 4,166

5 Bank Rakyat Indonesia インドネシア 3,866

6 Bank of China 中国 3,412

7 Citigroup USA 3,378

8 HSBC イギリス 2,260

9 Standard Chartered イギリス 2,215

10 ING Group オランダ 1,940
8

https://sekitan.jp/wp‐content/uploads/2018/12/Urgewald_Banktrack_Media‐Avisory_COP24_jp_final.pdf



⽇本の⽯炭⽕⼒の関連政策
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出典）経済産業省資料から作成

電力の自主的枠組み【排出係数0.37kg‐CO2/kWh(2030年度)】を
「省エネ法」と「高度化法」で支え、「実効性」と「透明性」を確保。

電力業界の自主的枠組み

2030年度に排出係数0.37kg‐CO2/kWh

小売り段階での対策

エネルギー供給構造高度化法
◯小売事業者の目標
2030年度に非化石電源44％
（省エネ法とあわせて（0.37kg/CO2/kWh相当）

◯共同での目標達成

発電段階での対策

省エネルギー法
◯新設基準（新設時の設備単位での効率基準）
（石炭42％ LNG50.5％、石油39％）

◯ベンチマーク
（既設含めた事業者単位の効率基準を設定）
（A指標：石炭41％、LNG48％、石油39％）
（B指標：44.3％）

• 2030年電源構成「⽯炭26％」を前提に制度化
• 省エネ法と⾼度化法で“⽬標達成”
• 環境アセスメントは、省エネ法のベンチマーク指標の導⼊によって

事実上容認へ。
→排出総量規制にならない



国内の⽯炭⽕⼒発電所
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• ⽯炭⽕⼒は国内で117基（4411.9 万kW）が既設として存在。
• 現状の温室効果ガス排出量全体に占める電⼒の割合は30〜40％。
• そのうちの半分以上を⽯炭が締めている。

出典）気候ネットワーク排出分析より



2012年以降の
⽯炭⽕⼒発電所新設計画は50基

日本地図日本地図

電力会社エリアごとの石炭火力発電所計画数（2323.3万kW）

エリア 都道府県 大規模 小規模

北海道 北海道 0 1

東北 岩手、秋田、宮城、福島 ７ ７

東京 茨城、千葉、神奈川、静岡 ９ 2

中部 愛知、三重 １ ３

関西 兵庫 ６ ０

中国 岡山、島根、広島、山口 ６ ３

四国 愛媛 １ ０

九州 福岡、長崎、宮崎 １ ３

合計 31 19

出典）気候ネットワーク作成

●運転開始...10（112.8万kW）
●建設中... 17（880.5万kW）
●アセス中/完了...11(652.4万kW）
●計画中 ...３（206.0万kW）
●運転中止・廃止...９(480.6万kW)

現在31基
（1738.9万kW）
(2019/1/28現在）



⽯炭⽕⼒発電所計画の状況
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「石炭火力の新設計画で削減目標超過」

石炭火力発電所の新設・増設計画が多数存在し、環境
省の調べによると、その合計は約 1850 万kW分に上る。
これらの計画が全て実行され、稼働率 70%で稼働し、
かつ、老朽石炭火力発電が稼働開始後 45 年で廃止され
ると仮定すると、石炭火力発電からの CO2 排出量は、
2030 年度の削減目標や電源構成と整合する排出量（約
2.2～2.3 億トン）を 6800 万トン程度（2030 年度の
排出量全体の約 7％に相当）超過する。

出典）電気事業分野における地球温暖化対策の進捗状況の評価の結果について

電気事業分野における
地球温暖化対策の進捗状況の評価

＝電⼒レビュー（環境省）



発電所名:蘇我火力発電所
企業名／運営会社:千葉パワー

（中国電力／JFEスチール）

設備容量:１０７ [万kW]
運転開始予定:２０２４年
＊環境アセスメント方法書審査中

発電所名:千葉袖ケ浦火力発電所新1・2号機

企業名／運営会社:千葉袖ケ浦エナジー
（東京ガス／九州電力／出光興産）

設備容量:２００ [万kW] （100万kW×2）
運転開始予定:2023年・2024年
＊環境大臣意見書で「是認できない」

発電所名:横須賀火力発電所新1・2号機
企業名／運営会社:JERA

（東京電力／中部電力）

設備容量:130 [万kW] （65万kW×2）
運転開始予定:2023年・2024年
＊環境アセスメント準備書審査中

東京湾岸の
⽯炭⽕⼒発電所建設計画



⾦融機関等の⽯炭⽅針の影響
銀⾏

三菱UFJ（2018/5/15）「⼩さな前進、しかし具体的な取り組み内容の向上が必要」
みずほ（2018/6/13）「気候変動リスク管理に対する⼩さな前進。さらなる具体化が必要」
三井住友（2018/6/18） 「わずかな進歩だが、パリ協定⽬標達成には不⼗分」

→USC（0.75g/kWh）以上に限定
三井住友信託（2018/7/23） 「⽯炭⽕⼒プロジェクトファイナンス不参加を表明

〜アジアで最先端の⽅針を掲げる⾦融機関の⼀つに〜」
→もともとプロジェクトファイナンスはやってない

保険会社
第⼀⽣命保険（2018/5報道）海外⽯炭⽕⼒発電プロジェクトファイナンス撤退決定を環境

NGOが歓迎 〜⽇本の⾦融機関として初〜
⽇本⽣命保険（2018/5報道）⽇本の⾦融機関として初の国内外⽯炭⽕⼒発電プロジェクト

ファイナンス不参加決定ー環境NGOが歓迎
明治安⽥⽣命保険（2018/9報道）気候変動問題対応への実効性が課題

商社
丸紅（2018/9/18）丸紅の脱⽯炭⽕⼒への⽅針発表を歓迎 ただしパリ協定⽬標達成には抜け

⽳も。⽅針の更なる強化を要請

＊太字はNGOが出した声明のタイトル
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三菱UFJ FG
発表⽇：2018年5⽉15⽇
⽅ 針：ＭＵＦＧ環境・社会ポリシーフレームワーク
A)⽯炭⽕⼒発電セクター

パリ協定の合意事項達成に向けた国際的な取り組みに賛同する⽴場か
ら、温室効果ガス排出削減につながる先進的な⾼効率発電技術や⼆酸化
炭素回収・貯留技術（Carbon dioxideCapture and Storage, CCS）な
どの採⽤を⽀持します。

三菱ＵＦＪ銀⾏と三菱ＵＦＪ信託銀⾏は、⽯炭⽕⼒発電に係る新規与
信採り上げに際しては、OECD公的輸出信⽤アレンジメントなどの国際
的ガイドラインを参考に、⽯炭⽕⼒発電を巡る各国ならびに国際的状況
を⼗分に認識した上で、ファイナンスの可否を慎重に検討します。
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みずほ銀⾏
発表⽇：2018年6⽉13⽇
⽅ 針：特定セクターに対する取り組み⽅針
●⽯炭⽕⼒発電
⽯炭⽕⼒発電は、他の発電⽅式対⽐温室効果ガス排出量が多く、また、
硫⻩酸化 物・窒素酸化物等の有害物質を放出する等、気候変動や⼤気汚
染への懸念が⾼ま るリスクを内包しています。このため、⽯炭⽕⼒発電
を資⾦使途とする与信案件については、主として温室効果ガス排出に関
わる技術が、同等のエネルギー効率 を持つ実⾏可能な代替技術と⽐較し
ても、経済合理性を踏まえて適切な選択肢であるか等を検証したうえで、
与信判断を⾏います。
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三井住友FG
発表⽇：2018年6⽉18⽇
⽅ 針：事業別融資⽅針の制定
１．⽯炭⽕⼒発電所への対応

当社では、⽯炭⽕⼒発電所への融資については、従来 OECD公的輸出
信⽤アレンジメントを参考に、⼀定基準を満たす案件であることを確認
し、慎重な採り上げを⾏ってまいりました。先進国における脱炭素社会
へ向けた取組が進むなか、今後は、低炭素社会への移⾏段階として、⽯
炭⽕⼒発電所に対する融資⽅針をより厳格化し、新規融資は国や地域を
問わず超々臨界（※） 及びそれ以上の⾼効率の案件に融資を限定します。
なお、当社として新興国等のエネルギー不⾜解決に貢献し得るなどの観
点から、適⽤⽇以前に ⽀援意思表明をしたもの、もしくは⽇本国政府・
国際開発機関などの⽀援が確認できる場合においては、上記ポリシーの
例外として、慎重に対応を検討いたします。
（※）蒸気圧 240bar超かつ蒸気温 593℃以上。または、CO2排出量が
750g-CO2/kWh 未満
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新規計画案件への影響
計画 事業者 排出係数 ステイタス

神鋼新１・２号 コベルコパワー第二（神
戸製鋼）

760g/kWh 建設中（2018年9月
～）

三隅2号 中国電力 767g/kWh 建設中

竹原新1号 電源開発 766g/kWh 建設中

秋田港1・2号 関電エネルギーソリュー
ション、丸紅

760g/kWh 環境アセス評価書

横須賀新１・２号 JERA（東京電力・中部電
力）

749g/kWh 環境アセス評価書

西沖の山新１・２号 山口宇部パワー
（電源開発、大阪ガス他）

748g/kWh 環境アセス評価書

西条 四国電力 760g/kWh 環境アセス評価書

袖ヶ浦 千葉袖ヶ浦エナジー

（東京ガス、出光興産、九
州電力）

未定 環境アセス方法書
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⽯炭⽕⼒新設計画中⽌案件の分析

事
業
者

市
民
団
体

地
元
議
会

メ
デ
ィ
ア

裁
判

そ
の
他

特
記
・

備
考

赤穂1・2 関西電力 ◎ ◎ 技術がSC・地元新聞

高砂1・2 電源開発 ◯ ◎

市原 関西電力／
東燃ゼネラル

◯ 東燃ゼネラルの合併
も影響か？

千葉 中国電力／
JFEスチール

◎ ◯ ◎ ◯ JFEの現状の粉塵問題

大船渡 前田建設 燃料転換

仙台高松 四国電力／
住友商事

◎ ◎ ◎ ◯ 燃料転換
先行する仙台PSの
反対運動の影響

いわき エイブル ◯ ◎ 燃料転換

21
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⽯炭はいつまでも安くない
〜現状でも乱⾼下する⽯炭価格〜

出典）エネルギー白書2018
http://www.enecho.meti.go.jp/about/whitepaper/2018html/2‐1‐3.html



今後、電⼒需要⾒通しは減少へ

23出典）2019年度 全国及び供給区域ごとの需要想定について（OCCTO) ２０１９年１月１６日
https://www.occto.or.jp/juyousoutei/oshirase/files/190116_juyousoutei.pdf



まとめ
〜⽇本の⽯炭⽕⼒のダイベストメント〜

24

１．政府⽅針＞ダイベストメント
－ 政府が⽯炭⽕⼒推進の政策である限りダイベストメントの効果は限

定的
－ 政府もESG投資などと⾔い出したこともあり、今から新しい⽯炭⽕

⼒計画が出てくることは防げる可能性はある
－ 計画を進める事業者側にも座礁資産になるリスクがあっても「最後

は政府がなんとかしてくれる」という⽢い⾒通しがあるのではない
か。→実際容量市場の創設などで、⽯炭⽕⼒が救われるような制度
化の議論が進んでいる。

２．⾦融機関の対応
－ 現在の⾦融機関の⽅針は、今の⽯炭⽕⼒発電所の計画には遡及効果

がない？
－ まだ建設に着⼿していない案件に対しての融資判断に対して厳しい

対応をすべき。（横須賀、袖ケ浦、⻄条、秋⽥港、⻄沖の
⼭・・・）



1. 日本に石炭火力発電所はいくつあるの？

2. 新しい石炭火力は高効率でクリーン？

3. 石炭火力の温暖化への影響は？

4. 大気汚染による健康被害は？

5. 石炭火力は安くて経済的？

6. 原発か石炭か？それとも再生可能エネルギー？

7. どうして石炭火力の増加が止まらないの？

8. 諸外国が「脱石炭」に向かっているってホント？

9. 日本の石炭火力の輸出は途上国に役立っているの？

10.石炭火力問題に、私たちは何ができるの？

編集：気候ネットワーク
発行：かもがわ出版
発行：2018年6月24日
定価：1,080円（本体1,000円+税）

今、石炭火力を止めるために・・・
石炭火力の問題を知り、広める！



ご清聴ありがとうございました。
ご質問・ご意⾒は気候ネットワーク
東京事務所の桃井までお気軽にお寄せ下さい。

メール：momoi@kikonet.org
電話：03-3263-9210、FAX： 03-3263-9463 
URL：http://www.kikonet.org

気候ネットワークは地球温暖化を防ぐために市⺠の⽴場から提案×
発信×⾏動するNGO/NPOです。気候ネットワークは多くの⽅々のご
参加・ご⽀援によって⽀えられています。どうか、ご⽀援をよろしくお願
いいたします。オンライン寄付・⼊会ページは次よりアクセスできます。
URL：https://www.kikonet.org/support/individual/member-form（右のQRコード
からもオンライン寄付・⼊会ページにアクセスできます
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2018年7月豪雨の大雨で、各地で降水量の記録。
48時間雨量が観測史上1位更新したのは全国で123地点

����������

���
�����	�
���	����
����	
������

������� (2018)  




����	������

������ (2018)  
���BBC(2018)  



�	20���������
��
150��
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年間で総額2兆2500億ドル（約252兆円）に上った。以前の20年間の損失
に比べて150％以上増加。国別損失額で日本が3位。 ���AFP (2018)  
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化石燃料保有企業世界トップ200社リストに入る日本企業6社 : 
• 伊藤忠商事 /三菱商事*  /三井物産 /国際石油開発帝石(INPEX) 
• JXホールディングス /石油資源開発（Japex）
国内の石炭火力発電所新設に携わる日本企業19 社(設備容量・
出資順): 
• 中部電力 /中国電力 /出光興産 /JERA（東京電力&中部電力）/JFE
スチール

• J-Power(電源開発) /関電エネルギーソリューション(KENES関西電
力100%）

• 神戸製鉄所 /九州電力 /丸紅 /三菱商事* /三菱重工* /日本製紙 /新
日鉄住金

• オリックス /大阪ガス /四国電力 /東北電力 /東京ガス
原子炉メーカー３社 : 
• 東芝 /三菱重工* /日立
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地球環境に配慮した銀行業務
を応援するために

化石燃料や原発にお金を流す銀行から
預金を引き揚げ、

地球にやさしい銀行!に移す
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不確実で有害	
Uncertain	and	Harmful	

	

インドネシアにおける日本の石炭火力発電事業への
投資	

Japanese	Coal	Investments	in	Indonesia	
	

セミナー	
2019年2月1日	

Briefing	-	1st	February	2019	

	
	



国際環境ＮＧＯグリーンピースとは	
•  1971年設立　	
•  地球規模での環境保護と平和をミッ
ション	

•  世界300万人の寄付者	
•  世界55カ国以上で活動	
•  国連のNGOに与えられる最高資格で
ある「総合協議資格」保有	

•  船を3隻　所有	
•  現場主義	
•  個人からの寄付（政府・企業から独
立）	

•  非暴力直接行動	
	

“Posi0ve	Change	Through	Ac0on”	
活動を通してポジティブな変化を	

「緑豊かで、平和な社会をつくるために」	

2	



金融の流れを変える	
Changing	the	flows	of	finance	

•  アジアでのエネルギー転換と金融への働きかけが全グ
リーンピース事務所の優先課題	
Asian	Energy	transi0on	and	finance	work	is	one	of	Greenpeace’s	global	
priori0es	

•  調査と分析、世界中の投資家との対話	
Research	&	analysis,	dialogue	with	investors	all	over	the	world	

•  日本では、三菱UFJ銀行、みずほ銀行、三井住友銀行と
協議	
In	Japan,	discussing	with	MUFG,	Mizuho,	Sumitomo	Mitsui	



石炭の時代は、終わり	
Time	of	coal	is	ending	

•  2015年パリ協定：温暖化を1.5℃未満に食い止めることを
目指す世界的な合意 
Paris	Agreement	2015:	global	agreement	to	strive	to	limit	warming	under	
1.5°C	

•  IPCC	「1.5℃特別報告書」　IPCC	Special	Report	on	1.5°C	2018		
–  石炭部門では、2030年までに電力生産量の2/3を削減し、段階的
に廃止し、2050年には正味ゼロにする 
For	the	coal	sector,	reduce	coal	use	for	electricity	produc0on	by	two-thirds	by	
2030,	and	a	near-total	phase-out	by	2050	
 

•  石炭から離れていく、各国政府や金融機関	
Governments	and	financial	ins0tu0ons	moving	away	from	coal	

	



気候変動に取り組むために、アジアで石炭に代わる
新しい選択肢を見つけることが重要 

To	combat	climate	change,	finding	alterna0ves	to	new	coal	in	Asia	is	key	

https://www.carbonbrief.org/mapped-worlds-coal-power-plants  



石炭の技術輸出は、	
日本の二酸化炭素排出量の主な要因	

Coal	technology	exports	a	major	part	of	Japan’s	climate	footprint	

-  「日本企業によって計画された60％近くの石
炭火力事業は、海外にあり、多くの場合、日
本の銀行が融資をしている」	
“[N]early	60	percent	of	planned	coal	projects	developed	by	
Japanese	companies	are	outside	the	country,	mostly	financed	
by	Japanese	banks."	

New	York	Times,	11/2018	

	
	



インドネシアは世界有数の石炭火力事業の
受入れ先、日本は世界有数の投資国	

Indonesia	a	top	recipient,	Japan	a	top	funder	of	coal	projects	globally	

https://www.nrdc.org/experts/han-chen/power-shift-new-report-international-coal-vs-re-finance 

インドネシア 

日本 



報告書：『不確実で有害』	
Report:	Uncertain	and	Harmful	

•  複数の石炭事業のデータを分析	
Analysis	of	several	coal	project	databases	

•  関連する文献や資料を調査	
Research	literature	review	

•  グリーンピース・インドネシアと現
地調査	
Field	research	with	Greenpeace	Indonesia	

•  エネルギー・金融の専門家やジャー
ナリストと協議	
Discussions	with	other	experts	of	energy	and	
finance	and	journalists	



現在の電源構成はいまだ石炭が占拠、	
容量追加の大きな野心	

Current	electricity	mix	s0ll	dominated	by	coal;	Ambi0ous	plans	for	new	
capacity	in	Indonesia	



インドネシアにおける電力部門の概要	
Overview	of	Indonesia’s	Power	Sector	

Ministry of 
State-Owned 
Enterprises 
国営企業省 

 

Ministry of Energy 
and Mineral 
Resources 

エネルギー鉱物資源省 
 

Ministry of 
Finance 
財務省 

Ministry of 
Environment and 

Forestry 
環境・林業省 

 
 

PLN / State-Owned 
Power Company 

インドネシア国有電力会社 
（PLN） 

 

Power Producer / 
30% 

電力生産者/ 30% 

Independent Power 
Producer 70% 
独立発電事業者70% 

Involvement 
関係 
 
JAPAN（日本） 
CHINA（中国） 
KOREA（韓国） 
 

Power Distribution 
出力分布 

 

Power Generation 
発電 



関与する日本の金融機関	
Japanese	financial	ins0tu0ons	involved	

所有企業　Owners	
-  Sumitomo	Corpora0on	

住友商事株式会社	

-  Kansai	Electric	Power	Co	

関西電力株式会社	

-  Marubeni	Corpora0on	

丸紅株式会社	

-  Mitsui	Corpora0on	

三井物産	

-  JERA	

株式会社JERA	
-  ITOCHU	

伊藤忠商事株式会社	

-  J-POWER	

電源電力株式会社	

	

融資企業　Lenders	
-  JBIC	
株式会社国際協力銀行	

-  SMBC	
株式会社三井住友銀行	

-  MUFG	
株式会社三菱UFJフィナンシャル・グループ	

-  Mitsubishi	UFJ	Trust	and	Banking	
三菱UFJ信託銀行株式会社	

-  Mizuho	Bank	
株式会社みずほ銀⾏	

-  Sumitomo	Mitsui	Trust	Bank	
三井住友信託銀行株式会社	

-  Sumitomo	Trust	and	Banking	
住友信託銀行株式会社	

-  Shinsei	Bank	
株式会社新生銀行	

-  JICA	
独立行政法人 国際協力機構	
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日本の石炭火力発電所投資の概要 
Overview	of	coal	plants	with	Japanese	investment	

8 coal power plants 
22 units 

８件の石炭火力発電所、22基 
 

In operation: 10 units 
稼働中：10基 

 

Under construction: 8 units  
建設中：8基 

In planning: 4 units 
計画中：4基 

SUB 
8 units 

8基 

SC 
2 units 

2基 

SUB  
2 units 

2基 

USC 
6 units 

6基  

SUB 
2 units 

2基 

USC 
2 units 

2基 

Technology types in total 
（技術タイプの合計）: 

SUB（亜臨界）: 12 units（12基） 
SC（超臨界）: 2 units（2基） 

USC（超々臨界）: 8 units（8基）  



日本の石炭火力発電所は、二酸化炭素排
出量を減らすことに役立つのか？	
Are	Japanese	coal	plants	helping	decrease	CO2	

emissions?	
•  高効率とされる超々臨界（USC）でさえ、740-800(gCO2/

kWh) を排出しており、亜臨界（SUBと比べて約15％少な
いに過ぎない。	
Even	USC	plants	typically	emit	740-800	(gCO2/kWh)	-	only	about	15%	less	
than	subcri0cal	plants	
 

•  プロジェクトは新規容量としてであり、旧式で非効率な
発電所のリプレイス（建て替え）ではない。 
Projects intended as new capacity, not replacing older, less efficient 
plants 



日本の石炭火力発電所は、	
大気汚染削減の助けとなっているか？	

Are	Japanese	plants	helping	reduce	air	pollu0on?	
•  日本における新規石炭発電所の平均的な排出量	

Emissions	from	new	coal	plants	in	Japan,	average:	
–  15-25ppm	SO2	
–  15-25ppm	NOx	

–  5-10mg/Nm3	dust（ばいじん）	

•  バタン発電所における排出量（EIA：環境影響評価）	

Emissions	for	Batang	power	plant	(EIA):	
–  110ppm	SO2	
–  140ppm	NOx	
–  50mg/Nm3	dust（ばいじん）	

＝日本の電力会社は、インドネシアで、5倍の汚染物質を排出！	
=	Japanese	power	plants	produce	5	Hmes	more	emissions	in	Indonesia!　	



日本の石炭火力発電所は、インドネシアの人々の
電気へのアクセスを助けているのか？	

Are	Japanese	coal	plants	helping	Indonesians	gain	access	to	
electricity?	



ジャワ・バリ系統の電力過剰容量	
Overcapacity	in	Java-Bali	grid	

•  2017年11月、PLN のCEO が電力の 40%が未使用である
と発表	
PLN	CEO	in	November	2017:	40%	of	electricity	produced	by	the	company	
was	unused	at	that	0me 

•  インドネシアのエネルギー鉱物資源省による現在の電力
の供給予備率：28.2-30.7％	
Current	reserve	margin	according	to	Indonesian	Ministry	of	Energy	and	
Mineral	Resources:	28.2-30.7% 

•  比較参考：経済産業省によると、日本の最低供給予備率
は3％	
For	comparison,	according	to	METI	the	minimum	reserve	margin	for	Japan	is	
3%	



ここ数年の需要変化予測 
Demand	Forecast	Changes	Over	the	Years	

	
✓  最近の傾向は、需要はイ
ンドネシアのエネルギー
計画の予測ほど増えてい
ないことを示す	
Current	trend	shows	that	
demand	will	not	be	as	posi0ve	
as	reflected	in	the	Indonesian	
energy	plan	

	
✓  インドネシアの需要予測
が困難であることが顕著
である	
Highlights	present	challenges	
of	forecas0ng	demand	in	
Indonesia!	
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経済的損失 
Economic	Loss	

 
 
 

経営と予測（需要と経済成長）の失
敗　ｰ	PLNのパフォーマンス不良	
Mismanagement		&	mispredic0on	(demand	and	
economic	growth)	-	bad	performance	of	PLN		

PLN 第3四半期に18.5兆Rpの損失を計上 
 
 
 
 
 
 
              

PLN電力価格の調整せず莫大な損
失に直面 

PLN 上半期 コスト上昇にともない
5.35兆Rpの損失を出す 
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インドネシア政府予算の負担増 
Burdening	Indonesia’s	state	budget		

 
 
 

	
●  財務相から流失した文書は、PLN
の財政状況の悪化による財政負
担の増加が、国家予算を圧迫す
ることを警告	
Leaked	leser	from	Minister	of	
Finance	already	warned	of	the	
increasing	financial	burden	for	the	
Indonesian	state	budget	from	the	
deteriora0on	of	PLN’s	financial	
situa0on	
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経済の混乱と事業の中断 
Economic	Turbulence	and	Projects	Suspension	

 
 
 

●  インドネシアルピーの通貨価値下落により、インドネシア政府は経常
赤字に見舞われ、石炭発電所に関する輸入資材への支払い増加から、
石炭火力発電事業の中断を余儀なくされた	
Deprecia0on	of	IDR	forced	GoI	to	suspend	the	coal	power	projects	due	to	current	
account	deficit	and	and	to	avoid	costly	imported	materials	for	coal	power	plant	
	

●  中断されたプロジェクトの総発電容量は15.2GW（インドネシア全139
事業）	
Total	suspended	project	up	to	15.2	GW	(139	projects	across	Indonesia)	
	

●  自然エネルギー事業は保留になっていない　	
RE	projects	not	cancelled	 



変わる規制 
Changing	Regula0ons	
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•  近年、PLNと独立した発電事業者間のPPA（直接購入契約）に関
する規制は数回変更された	
Regula0ons	concerning	power	purchase	agreements	(PPA)	between	PLN	and	
independent	power	producers	have	been	changed	several	0mes	in	recent	
years		

	
•  インドネシアの国内・国際市場参入企業に対する電力アンケー
トによれば、94%の回答者が規制の不確実性が、この国の新し
い大規模発電への投資の主たる障壁となっていると回答	
An	Indonesian	Power	Survey	of	the	domes0c	and	interna0onal	market	
par0cipants	showed	that	94%	of	respondents	believe	regulatory	uncertainty	is	
a	major	barrier	to	invesHng	in	new	large-scale	power	generaHon	in	Indonesia	

https://www.pwc.com/id/en/publications/assets/eumpublications/utilities/power-survey-2018.pdf 
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エネルギー選択による社会的影響 
Social	impacts	of	energy	choices	

●  健康問題	-	呼吸器疾患、早死	
Health	issues	-	respiratory	diseases,	premature	deaths	

●  地域社会の暮らしに悪影響を与える	ー	農家や漁師	
Nega0ve	impacts	to	communi0es’	livelihoods	-		farmers	and	fishermen	

●  悲惨な気候変動への影響ーハワイ大学の研究：インドネシ
アは2100年に猛暑で年間300日以上を過ごす	

●  Disastrous	climate	impacts	-	University	of	Hawai’i	research:	Indonesia	to	have	
over	300	days	per	year	with	deadly	heat	in	2100	



自然エネルギーのメリット 
More	to	gain	with	renewables	
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•  前進する自然エネルギー：東南アジア
最大の風力発電が南スラウェシ島のシ
ドラプで稼働	
RE	projects	advancing:	eg.	the	opera0on	of	the	
biggest	wind	power	farm	in	Southeast	Asia	in	
Sidrap,	South	Sulawesi		

•  現在の自然エネルギーのシェアは
12％、政府目標は2025年に23%	
Current	RE	share	at	12%,	govt.	target	at	23%	for	
2025	

•  カーボントラッカー：2021年に太陽光
は新規石炭火力より安くなり、2028年
には既存の石炭火力よりも安くなる	
Carbon	Tracker	Ini0a0ve:	solar	cheaper	than	new	
coal	in	2021,	and	cheaper	than	exis0ng	coal	in	2028	

 
 
 
 
 

 
 
 
 
 



ポジティブな変化にむけて	
Towards	posi0ve	change 
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•  銀行との対話　Dialogue	with	banks	
•  メディアへ情報共有　Sharing	informa0on	to	media	
•  株主や投資家とやりとり　Communica0ng	with	shareholders	&	investors	
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•  グローバルなエネルギー市場で生き残っていくために
は、日本とインドネシアの両国はエネルギーへの取り組
みを時代に合わせる必要がある 
To	stay	relevant	in	the	global	energy	market,	Japan	and	Indonesia	both	
need	to	modernise	their	approach	to	energy	

 
•  日本企業が投資先をクリーンな自然エネルギーへとシフ
トすることで、日本企業だけでなく、インドネシアにと
っての利益にもなる 

•  Japanese	corpora0ons	can	benefit	both	themselves	and	Indonesia	by	
shiuing	their	investments	to	clean	and	renewable	energy		
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•  安倍首相の世界経済フォーラムでの発言（2019年1月）：「脱炭
素と経済性は車の両輪になれる。私ども政策立案者は、そういう
状況を現出させる責務を追っている。」	
PM	Abe	at	World	Economic	Forum	1/2019:	“Decarboniza0on	and	profit	making	can	
happen	in	tandem.	We	policy	makers	must	be	held	responsible	to	make	it	happen.”	

•  2019年のG20、2020年の東京五輪ー石炭火力事業への投資は日本
のブランド価値にとってリスクである	
G20	in	2019,	Tokyo	Olympics	2020	-	coal	investments	risk	for	brand	reputa0on…	

•  あるいは、企業にとって解決策を示し、新たな市場を獲得する絶
好の機会となる	
…	or	a	great	chance	for	corpora0ons	to	showcase	their	solu0ons	and	gain	new	markets	
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